
【
歳
入
】

　

歳
入
増
加
の
主
な
要
因
と
し
て
、

特
別
定
額
給
付
金
給
付
事
業
及
び
新

型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
事

業
等
に
つ
い
て
、
そ
の
財
源
と
な
る

国
庫
支
出
金
が
13
億
５
８
５
３
万
５

千
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。
そ
の

他
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

対
策
事
業
や
災
害
復
旧
事
業
等
の
財

源
と
し
て
繰
り
入
れ
た
財
政
調
整
基

金
繰
入
金
が
３
億
９
３
０
３
万
３
千

■人件費
　1,949,926千円（12.8％）

■扶助費
　1,445,075千円
　（9.5％）

■公債費
　951,760千円
　（6.2％）

■公債費
　951,760千円
　（6.2％）

■物件費
　1,843,310千円
　（12.1％）

■物件費
　1,843,310千円
　（12.1％）

■維持補修費
　75,012千円（0.5％）

■補助費等
　3,404,652千円
　（22.3％）

■補助費等
　3,404,652千円
　（22.3％）

■投資・出資金・貸付金
　1,575千円（0.0％）

■繰出金
　1,165,881千円
　（7.7％）

■積立金
　236,378千円（1.6％）

■投資的経費 4,169,409千円（27.3％）
　　普通建設事業 1,939,242千円（12.7％）
　　災害復旧事業 2,230,167千円（14.6％）

義務的経費
4,346,761千円
（28.5％） ■議会費 90,035千円（0.6％）

千円
％

■総務費
　3,406,988千円
　（22.3％）

■民生費
　3,133,310千円
　（20.6％）

■民生費
　3,133,310千円
　（20.6％）

■衛生費
　1,017,548千円
　（6.7％）

■衛生費
　1,017,548千円
　（6.7％）

■農林水産業費
　1,128,583千円
　（7.4％）

■商工費
　694,902千円（4.6％）

■土木費
　1,108,545千円
　（7.3％）

■土木費
　1,108,545千円
　（7.3％）

■教育費
　928,212千円
　（6.1％）

千円
％

■災害復旧費
　2,186,813千円
　（14.3％）

■公債費
　952,855千円
　（6.2％） ■諸支出金 236,378千円（1.5％）

■消防費
　358,809千円
　（2.4％）

【
歳
出
】

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
補
助
費
等
が
特

別
定
額
給
付
金
給
付
事
業
等
の
実
施

に
よ
り
対
前
年
比
15
億
４
１
０
８
万

７
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

普
通
建
設
事
業
費
は
カ
ー
ボ
ン
・
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業
並
び
に
新
型
コ
ロ

ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
に
係
る
避

難
所
改
修
事
業
等
に
よ
り
１
億
６
４

５
２
万
９
千
円
の
増
と
な
り
、
災
害
復

旧
事
業
費
は
３
億
７
３
２
万
４
千
円

の
減
と
な
り
ま
し
た
。

財
政
分
析
指
標
（
普
通
会
計
）

○
普
通
会
計
と
は
「
決
算
統
計
」
に
お
け

る
会
計
区
分
で
、
本
町
は
一
般
会
計
の

み
と
な
り
ま
す

　

本
町
に
お
け
る
財
政
分
析
指
標
は

表
の
と
お
り
で
す
。
こ
の
う
ち
財
政

の
弾
力
性
を
示
す
「
経
常
収
支
比
率
」

は
82.8
％
と
前
年
度
よ
り
1.5
ポ
イ
ン
ト

低
下
し
ま
し
た
（
前
年
度
84.3
％
）。
こ

の
指
標
は
、
数
値
が
高
い
ほ
ど
財
政

が
硬
直
化
し
て
い
る
こ
と
を
表
し
、

経
常
的
な
収
入
が
増
加
し
、
義
務
的

な
支
出
が
減
少
し
た
り
す
る
と
低
下

し
ま
す
。

　

令
和
２
年
度
に
お
い
て
は
、
経
常
的

な
一
般
財
源
が
前
年
度
に
比
べ
て
１

億
７
６
７
８
万
９
千
円
増
加
し
ま
し

た
。
地
方
交
付
税
の
増
加
が
主
な
要
因

で
す
。
一
方
、
義
務
的
な
経
費
も
３
６

２
５
万
３
千
円
増
加
し
ま
し
た
。
会
計

年
度
任
用
職
員
制
度
の
導
入
や
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
の
時

間
外
手
当
等
が
増
加
し
た
た
め
で
す
。

健
全
化
判
断
比
率
と

　
　
　
　
　

資
金
不
足
比
率

　

健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比

率
は
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健

全
化
に
関
す
る
法
律
」
に
よ
る
も
の

で
、
表
の
と
お
り
で
す
。
こ
れ
は
収

支
に
お
い
て
、
解
消
が
困
難
な
大
幅

な
赤
字
と
な
っ
て
い
な
い
か
、
町
の

財
政
規
模
に
比
べ
て
過
大
な
町
債
を

抱
え
て
い
な
い
か
な
ど
を
見
る
も
の

で
す
。
本
町
は
い
ず
れ
の
指
標
も
基

準
値
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
指
標
が
基
準
値
を
超
え
る
場

合
は
、
財
政
健
全
化
計
画
の
策
定
が
必

要
に
な
っ
た
り
、
町
債
の
借
入
れ
に
つ

い
て
制
限
を
受
け
る
な
ど
、
自
主
的
な

財
政
運
営
が
難
し
く
な
り
ま
す
。

■町税 1,191,159千円（7.4％）
　　町民税 426,480千円
　　固定資産税 611,262千円
　　軽自動車税 74,491千円
　　町たばこ税 77,988千円
　　入湯税 938千円

■その他 604,937千円（3.8％）
　　分担金・負担金 72,384千円
　　使用料・手数料 97,562千円
　　財産収入 43,653千円
　　寄附金 141,470千円
　　諸収入 249,868千円

■繰越金
　408,120千円（2.5％）

■各種譲与税等
　645,574千円（4.0％）

■県支出金
　2,388,304千円
　（14.9％）

■県支出金
　2,388,304千円
　（14.9％）

■町債
　751,950千円（4.7％）

■繰入金
　529,430千円
　（3.3％）

■地方交付税
　5,803,395千円
　（36.1％）

■地方交付税
　5,803,395千円
　（36.1％）

■国庫支出金
　3,743,653千円
　（23.3％）

■国庫支出金
　3,743,653千円
　（23.3％）

自主財源
2,733,646千円
17.0%

依存財源
13,332,876千円

83.0%

性質別経費

目的別経費

160億6,652万2千円

152億4,297万8千円

一般会計 歳入総額

一般会計 歳出総額

円
の
増
、
学
校
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
環
境
施
設
整
備
事
業
並
び
に
総

合
体
育
館
建
設
事
業
等
の
各
種
事
業

の
実
施
に
よ
り
町
債
が
１
億
７
１
４

０
万
円
の
増
加
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
地
方
交
付
税
は
、
普
通
交

付
税
が
段
階
的
に
縮
減
さ
れ
る
合
併

特
例
の
措
置
が
令
和
元
年
度
で
終
了

し
ま
し
た
が
、
算
定
方
法
の
見
直
し

に
よ
り
１
億
２
０
７
５
万
円
の
増
加

と
な
り
ま
し
た
。

令和２年度

決算
問合せ先　総務課財政係　☎72－1111

令和２年度　特別会計等決算　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
歳　　　入 歳　　　出

国 民 健 康 保 険 2,543,781 2,421,075

後 期 高 齢 者 医 療 264,389 260,938

介 護 保 険 3,027,209 2,967,412

国 民 宿 舎 141,346 137,313

簡 易 水 道 16,253 15,250

水 道 事 業
（収益的） 　460,733（収益的） 　364,802

（資本的）　　　4,236（資本的） 　168,817

病 院 事 業
（収益的）1,053,403（収益的）1,064,313

（資本的） 　44,609（資本的）　　70,700

財政分析指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（単位：千円、％）
区分 H28 H29 H30 R1 R2

地 方 債 現 在 高 9,087,239 8,800,831 8,587,138 8,266,464 8,104,114
基 金 残 高 1,697,116 2,006,212 2,558,335 2,623,859 2,465,473
う ち ふ る さ と
応 援 基 金 残 高 59,023 110,707 122,458 111,995 128,880

歳 入 総 額 16,084,378 15,554,689 14,540,558 14,132,987 16,066,522
歳 出 総 額 14,825,901 14,450,909 14,076,470 13,594,867 15,242,978
歳 入 歳 出 差 引 1,258,477 1,103,780 464,088 538,120 823,544
実 質 収 支 360,328 680,739 135,043 257,325 384,216
実 質 単 年 度 収 支 △ 842,325 171,386 △ 470,702 165,211 △ 265,952
標 準 財 政 規 模 7,740,829 7,441,964 7,242,622 7,115,300 7,366,767
財 政 力 指 数 0.200 0.204 0.209 0.214 0.219
実 質 収 支 比 率 4.7 9.1 1.9 3.6 5.2
経 常 収 支 比 率 83.2 88.8 86.7 84.3 82.8
※平成 30 年度までは住宅新築資金等貸付事業特別会計が含まれます。

健全化判断比率と資金不足比率（単位：％）

区　　分
本町の
比 率

早期健全
化 基 準

財 政 再
生 基 準

実 質 赤 字 比 率 － 13.93 20.00
連結実質赤字比率 － 18.93 30.00
実質公債費比率 4.8 25.00 35.00
将 来 負 担 比 率 6.0 350.00

公営企業におけ
る資金不足比率

本町の
比 率

経営健全
化 基 準

水 道 事 業 会 計 －

20.00
病 院 事 業 会 計 －
簡易水道特別会計 －
国民宿舎特別会計 －

　歳出の目的別分類は、行政活動のどの分野にどれだけ
の経費が投入されているかを見るものです。
　歳出決算を性質別に分類すると、義務的経費と任意的経
費に分けられ、任意的なものに投資的経費が含まれます。

※実質収支及び連結実質収支等が黒字である場
合はそれぞれの比率は「－」で表示されます。

　令和２年度決算のあらましについてお知ら
せします。
　令和２年度一般会計の歳入総額は、160億
6,652 万２千円、歳出総額は152 億 4,297
万８千円でした。令和元年度と比較すると、
歳入は19億 3,353万５千円の増（対前年比
13.7％増）、歳出は16億 4,811万１千円の増
（12.1％増）となりました。
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事　　　　業　　　　名 事業費（千円）
【総務費】
特別定額給付金給付事業 1,461,567
地籍調査事業（実施面積 24.25㎢） 83,856
コミュニティバス運行事業 149,850
地域づくり対策事業（自治振興区助成金等） 34,727
山の都創造事業補助金（賑わい再生事業等） 21,070
熊本地震復興基金交付金（基本事業分（被災宅地復旧支援事業等）） 90,655
熊本地震復興基金交付金（創意工夫分（一時避難所機能強化支援事業等）） 50,760
【民生費】
子ども医療費助成事業（14,299 件） 30,879
出産・誕生祝い金事業（63件） 4,430
子育て世帯への臨時特別給付金 13,500
老人クラブ活動助成事業（連合会・単位老人クラブ 54） 9,956
敬老祝い金事業（221人） 2,360
【衛生費】
健康診査事業（延べ 20,805 人） 59,008
浄化槽設置整備事業（52基） 21,467
塵芥処理事業（小峰クリーンセンター） 187,464
山の都エコライフ支援事業（住宅用太陽光発電システム、住宅用薪ペレットストーブ等設置費補助金） 2,986
カーボン・マネジメント事業（清和支所及び蘇陽総合行政センター空調設備更新工事等） 144,840
【農林水産業費】
中山間地域等直接支払制度事業（160協定） 300,601
多面的機能支払交付金事業（25組織） 204,409
環境保全型農業直接支援対策事業（17団体） 16,408
山都町農業後継者就農交付金（4名） 2,000
山都町農産物ブランド化推進事業（地方創生推進交付金事業） 8,758
新型コロナウイルス感染症対策農業関係助成事業（農業継続支援補助金等） 12,503
有害鳥獣捕獲事業（捕獲隊助成金等） 76,949
山都町森林整備事業（間伐・造林・下刈等） 10,000
【商工費】
八朔祭大造り物小屋整備事業 28,531
新型コロナウイルス感染症対策事業（町内事業者支援事業、地域経済回復事業） 171,220
道の駅整備事業（戦略策定業務及び管理運営計画策定業務等） 36,693
【土木費】
町道維持工事（31路線） 61,992
地方創生道整備推進交付金事業（5路線） 227,994
社会資本整備総合交付金事業（橋梁詳細点検、道路改良、トンネル補修等） 189,704
木造仮設住宅移築工事（木造仮設住宅を町営住宅として移築） 114,864
【消防費】
非常備消防費（火災予防・消防団活動事業） 55,567
新型コロナ感染症対策事業（避難所用備品整備等） 37,095
【教育費】
学校教育施設整備費（情報通信ネットワーク環境施設整備事業等） 80,362
矢部高校応援事業（入学支度金、教科書助成等） 4,780
中央グラウンド周辺整備事業（契約額等：整備計画測量設計、道路改良工事、総合体育館建築設計等） 458,552
【災害復旧費】
農林水産施設災害復旧費（農業施設・林業施設） 1,532,044
公共土木施設災害復旧費（道路・河川） 636,791
文教施設災害復旧費（重要文化財） 17,978

 令 和２年度　　主　要　事　業    令和２年度　国民健康保険特別会計決算  
　

令
和
２
年
度
の
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
の

決
算
状
況
は
、
歳
入
が
25
億
４
，
３
７
８
万

円
、
歳
出
が
24
億
２
，
１
０
７
万
円
と
な
り
ま

し
た
。
歳
入
、
歳
出
差
し
引
き
残
額
１
億
２
，

２
７
０
万
円
の
う
ち
、
一
部
を
国
保
財
政
調
整

基
金
に
積
み
立
て
、
残
額
を
令
和
３
年
度
に
繰

越
し
ま
し
た
。

　

国
保
事
業
に
要
す
る
費
用
は
、
保
険
給
付

費
（
医
療
費
、
療
養
費
等
保
険
給
付
に
必
要

な
経
費
）、
国
保
事
業
費
納
付
金
、
保
健
事
業

に
要
す
る
経
費
、
事
務
的
経
費
に
大
別
さ
れ
ま

す
。
こ
れ
ら
の
費
用
は
、
主
に
、
被
保
険
者
が

負
担
す
る
保
険
税
（
４
億
８
，
７
５
６
万
円
：

対
前
年
度
比
7.9
％
減
）、
県
支
出
金
（
17
億
５
，

９
６
６
万
円
：
対
前
年
度
比
6.1
％
減
）、
一
般
会

計
繰
入
金
（
１
億
７
，
８
０
１
万
円
：
対
前
年

度
比
1.1
％
増
）
等
で
賄
わ
れ
て
い
ま
す
。

　

歳
出
の
約
７
割
を
占
め
て
い
る
保
険
給
付

費
（
医
療
費
等
）
は
、（
16
億
９
，
１
９
１
万

円
：
対
前
年
度
比
5.9
％
減
）、
ほ
か
主
に
国
保

事
業
費
納
付
金
（
県
へ
納
付
）
は
、（
６
億
９
，

４
３
５
万
円
：
対
前
年
度
比
4.1
％
増
）、
保
健
事

業
費
（
健
診
等
）
は
（
２
，
１
３
７
万
円
：
対

前
年
度
比
0.6
％
減
）
で
す
。

　

山
都
町
で
は
国
保
財
政
運
営
の
健
全
化
に
向

け
、
医
療
費
の
抑
制
や
被
保
険
者
の
健
康
の
保

持
・
増
進
の
た
め
、
特
定
健
康
診
査
事
業
を
住

民
検
診
や
節
目
検
診
と
一
体
的
に
実
施
し
、
増

加
す
る
生
活
習
慣
病
や
重
症
化
予
防
に
取
組
ん

で
い
ま
す
。

～歳入歳出決算状況～

諸収入
15,301千円
0.6％

国民健康保険税
487,564千円
19.2％ 使用料及び手数料

113千円
0.0％

保険給付費
1,691,913千円
69.9％

国民健康保険事業費納付金
694,352千円
28.7％

共同事業拠出金
1千円
0.0％

保健事業費
21,379千円
0.9％

基金積立金
42千円
0.0％

諸支出金
4,061千円
0.1％

総務費
9,327千円
0.4％

県支出金
1,759,669千円
69.2％

国庫支出金
5,002千円
0.2％

財産収入
42千円
0.0％

繰入金
178,010千円
7.0％

繰越金
98,080千円
3.8％

【歳入】【歳入総額 2,543,781 千円】

【歳出総額 2,421,075 千円】 【歳出】
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〜
国
民
健
康
保
険
の　
　
　

　
　
　
　
　

加
入
状
況
〜

　

令
和
２
年
度
の
国
保
世
帯
数
は
、
令
和
２
年

度
平
均
で
２
，
７
５
１
世
帯
と
な
り
、
前
年
度

よ
り
39
世
帯
（
1.4
％
）
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
被
保
険
者
数
は
、
令
和
２
年
度
平
均
で

４
，
６
５
３
人
と
な
り
、
前
年
度
よ
り
１
３
６

人
（
2.8
％
）
の
減
少
と
な
り
ま
し
た
。

　

本
町
の
３
月
末
人
口
（
１
万
４
，
２
３
５
人
）

に
占
め
る
国
保
加
入
者
の
割
合
は
、
32.7
％
と
な

り
年
々
減
少
し
て
い
ま
す
。

〜
一
人
当
た
り　
　
　
　
　

　
　
　

医
療
費
と
国
保
税
〜

　

令
和
２
年
度
に
お
け
る
一
人
当
た
り
の
医
療

費
は
42
万
１
，
６
５
４
円
で
、
一
人
当
た
り
国

保
税
は
10
万
２
，
９
７
６
円
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
本
町
の
国
保
加
入
者
数
は
５
年
間
で
１
，

１
４
３
人
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

医
療
費
は
、
前
年
度
よ
り
、
１
億
４
，

２
４
８
万
円
（
8.0
％
）
減
少
し
ま
し
た
。
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
拡
大
に
伴
う
受
診
控
え

の
ほ
か
、
マ
ス
ク
、
手
洗
い
等
の
定
着
で
風
邪

や
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
等
の
疾
患
が
減
っ
た
こ
と
、

被
保
険
者
の
減
少
が
影
響
し
た
た
め
と
思
わ
れ

ま
す
。

　令和２年度末における基金保有額は２億 9900
万円です。今後も高齢化による医療費の増加が見
込まれる中、一定額の基金を確保していくことが
重要になっていきます。

◆医療費の適正化のために
①かかりつけ医を持ちましょう。
②救急でない休日、夜間の受診や重複受診は避
けましょう。

③小児救急電話相談を利用しましょう。
　（＃8000）
④ジェネリック医薬品を利用しましょう。
⑤生活習慣改善(バランスの良い食事、適度
な運動・睡眠、口腔の手入れ）に取り組み
ましょう。

◆対象者（40歳以上75歳未満の国保の被保険
者）の方は、年に１回必ず受診して、ご自身の
健康管理に役立てましょう。

◆マイナンバーカードが10月から保険証とし
ても利用できるようになります。
利用するためには
①マイナンバーカードを取得し、②マイナ
ポータルでの事前の登録が必要です。

◆第三者行為でけがや病気をしたときは国保に
届出をしましょう
　交通事故などの第三者行為にあったとき
は国保でお医者さんにかかることができま
すが国保への届出が必要です。（国保が使え
ない場合もありますのでご注意ください）
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【基金の推移】

【国保世帯数・被保険者数の推移】【一人当たり医療費と国保税の推移】
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